
様式１

Ⅰ　団体の概要

（令和6年4月1日現在）

Ⅱ　点検評価（団体の必要性）

１ 団体の設立目的（定款）

２ 団体が果すべき使命・役割

３ 団体を取り巻く環境

点検評価表（外郭団体）

団　　体　　名 静岡県道路公社

所　　在　　地 静岡市葵区追手町9番18号 設立年月日 昭和46年4月1日

代　　表　　者 理事長　　矢野　弘典 県 所 管 課 交通基盤部道路保全課

運営する施設
・有料道路「伊豆中央道」ほか4道路（自己所有）
・高架下駐車場21か所（自己所有：ただし底地は国土交通省所管の国道敷
を道路占用）

団体ホームページ http://www.siz-road.or.jp

出資者 出資額（千円） 比率（％） 役職員の状況（人）

静岡県  7,523,075 99.7  常勤役員    1  常勤職員  30 

静岡市ほか13市町  22,000 0.3  うち県OB    1  うち県OB  2 

 うち県派遣    -  うち県派遣  2 

 非常勤役員    6  非常勤職員  - 

役員 計    7 職員 計  30 

基本財産（資本金） 計  7,545,075 100.0 

区　分 内　　　　容

設立に係る根拠法令等 地方道路公社法

団体の沿革
・昭和34年12月、民法第34条に基づき「財団法人静岡県道路公社」として
設立。
・昭和46年4月、地方道路公社法に基づく「静岡県道路公社」に組織変更。

  静岡県の区域及びその周辺の地域において、通行又は利用について料金を徴収することができ
る道路の新設、改築、維持、修繕、その他の管理を総合的かつ効率的に行うこと等により、地域の
幹線道路の整備を促進して交通の円滑化を図り、もって住民の福祉の増進と産業経済の発展に寄
与することを目的とする。

　円滑な道路交通を確保することで、多様な交流や経済活動を支えることを目的とする。

団体を取り巻く社会
経済環境の変化や新
たな県民ニーズ

　公共事業費全体が減少する一方、施設の老朽化や法令改正等に伴い、道路の維
持管理経費は増大化を続けており、道路整備施策の一つとして、受益者負担という
公平性にも配慮された方式である有料道路制度の有用性は今後も増していく。
　また、伊豆中央道・修善寺道路の無料化による交通量増加の懸念から、引き続き
高速性、定時性を確保するため有料道路の継続が有効とされ、料金徴収期限が延
長されるなど、安定した交通網の確保に有料道路制度の有効性も認められており、
今後も迅速な道路の整備手段として活用しうる。

行政施策と団体活動
との関係（役割分担）

　道路整備特別措置法に基づく有料道路制度は、国、地方公共団体（道路管理者）
が行う道路法に基づく道路の整備・維持管理を補完するものである。
　同法の定めで、有料道路事業は、道路管理者の同意を得て許可申請を行うとなっ
ており、公社の役割と行政の役割は明確に分担が分けられている。

民間企業や他の団体
との関係（役割分担）

　道路整備特別措置法及び地方道路公社法に基づく事業を実施しており、民間や
他の団体とは役割分担を明確に分けられている。

http://www.siz-road.or.jp


４ 事業概要

５ 事業成果指標

（単位：千円 ）

区分 事業名 事業概要 R5 決算 R6 予算

合　　　計  2,148,693  2,331,255 

目標（上段）及び実績（下段）

評価

87 92 95 100

92 96 89 （　　R15　　）

90 90 90 概ね90％

93 93 93 （毎年）

9,351,622 10,400,299 11,208,289 対前年で増

10,400,299 11,208,289 11,285,835 （毎年）

30,378 ▲ 14,413 31,122 予算額

▲ 13,427 ▲ 21,811 14,707 （毎年）

1,013 ▲ 480 1,037 予算額

▲ 448 ▲ 727 490 （毎年）

※評価　…　Ａ：目標達成　　Ｂ：目標未達成　　Ｃ：目標未達成（乖離大）

自主事
業

有料道路事業

　地域の幹線道路の整備を促進して円滑な交通に寄
与することを目的に、静岡県の区域において、その通
行等について料金を徴収することができる道路の建
設及び維持管理を行う。（道路整備特別措置法、地方
道路公社法）

 1,692,670  1,740,645 

自主事
業

一般自動車道事業

　交通の利便を図り、産業、観光資源を開発し、県民
福祉の増進に資することを目的に、道路運送法に基
づく一般自動車道の建設及び維持管理を行う。（道路
運送法、地方道路公社法）

 435,728  567,793 

自主事
業

高架下駐車場事業

　高架道路周辺地区の駐車場需要を充足し、路上駐
車（違法駐車）の状況を解消することで、路上駐車に
よる環境悪化を防ぎ、地域住民の福祉の増進に寄与
することを目的に、高架道路の路面下の駐車場の維
持管理を行う。（地方道路公社法）

 18,882  21,404 

県委託
滝知山園地管理事
業

　伊豆スカイライン沿線に立地する県有観光施設「滝
知山園地」の管理業務を受託する。

 1,413  1,413 

指標の名称（単位）
目標値
（年度）R3 R4 R5

（有料道路事業）償還達成率（％） B

（一般自動車道事業）利用者満足度（％） A

道路利用台数（台） A

経常利益の予算達成（千円） B

職員１人当たりの予算達成（千円） B



６ 事業成果の総括評価

※判定欄　…　○：良好　　△：改善を要する　　×：抜本的な改革が必要

７ 団体の必要性の評価

※判定欄　…　○：良好　　△：改善を要する　　×：抜本的な改革が必要

団体の自己評価 県所管課による評価

判定 評価 判定 評価

○

◆有料道路事業
・伊豆中央道・修善寺道路は、接続道路の利便
性が向上して利用者数が年々増加傾向にあり、
償還準備金を着実に積み上げていることから、
新規有料道路事業である静浦有料道路との合
併採算制導入により、確実に早期整備に貢献
できる。
・一方、浜名湖新橋は利用者数が伸びない状況
が続く見込みであり、引き続き、利用促進と経
営改善に向けた取組みを要する。
◆一般自動車道事業
・近年における利用者満足度は、概ね高水準を
維持している。
・令和元年度まで5年間の「新グランドデザイ
ン」実施に伴う計画的な赤字、令和2年度以降
の新型コロナウィルス感染拡大の影響に伴う
赤字など、赤字計上が続いてきたが、利用台数
がようやく回復してきたこともあり、令和５年
度は黒字計上となった。このまま利用台数が維
持できれば、大きな支出要因等がなければ黒
字ベースが確保できると思われ、経営の健全
性は保たれている。

○

◆有料道路事業
　道路収入の確保と支出の徹底的な見直しに
よる経費削減に努めることを前提とし、引き続
き、路線ごとの償還達成率が100％になるよ
うに取り組む必要がある。

◆一般自動車道事業
　新型コロナウイルス感染拡大に伴う道路利用
台数の減から回復してきており、令和５年度は
経常利益についても目標未達成ではあるが、
黒字を計上した。今後については、利用台数の
推移を注視するとともに、収入の確保及び支
出の見直し等により剰余金の積上げに努め、大
きな支出要因等が発生した場合に備える必要
がある。

団体の自己評価 県所管課による評価

判定 評価 判定 評価

○

　道路公社は、有料道路制度を活用した道
路整備施策の一翼を担っていく法人であ
る。
　民間資金を活かした道路整備ができるこ
とから、有料道路制度を活用することによ
り財源を調達して新規道路の整備事業を
迅速に進めることができ、税金による財源
が限られる行政の取組みを補完すること
が可能である。
　新規事業化が決定した静浦有料道路も、
その制度を活用することにより、必要な道
路の早期完成を目指すものであり、今後も
県内の道路ネットワークの構築に貢献でき
るものと考える。

○

　県内の円滑な道路交通の確保のため、道
路整備手法の一つとして、有料道路制度の
有用性は変わらず高い。
　道路公社は、有料道路事業を実施する役
割を有しており、増大する道路需要への対
応に寄与している。



８ 団体改革の進捗状況（過去の行政経営推進委員会からの意見への対応状況）

※○：対応済　　△：対応中　　×：未対応

対応状況

団体記載 県所管課記載

外部有識者検討会の意見を
踏まえ新たな活用策を検討

○

◆評議員会（地方三公社を統括
する「ふじのくにづくり支援セン
ター」に設置した外部有識者に
よる諮問機関）を毎年定期的に
開催しており、タイムリーな意見
の反映に努めている。
（反映事例）
・キャッシュレス化への対応、早
期導入、利用促進（→伊豆中央
道・修善寺道路に「ETCX」を導
入、運用を開始、PR強化、案内
改善など、利用率増加の取組を
実施）
・伊豆スカイライン景観向上につ
いての情報発信（→写真・動画コ
ンテストを実施、更に受賞作品
展を県内外で実施し、有料道路
の魅力を広く発信、PRするとと
もに案内を同時実施して利用促
進を図っている）

○

　道路公社、土地開発公社及び
住宅供給公社の三公社を総括す
る「ふじのくにづくり支援セン
ター」において外部有識者によ
る評議員会を定期的に開催し、
外部の意見を取り入れながら、
毎年、業務運営の見直しを行
い、より良い経営となるよう取
り組んでいる。

一層の住民参加の推進 ○

＜これまでにおける一般参加型
企画の実施実績＞
◆NEXCO中日本及び伊豆や
浜名湖周辺の観光施設と連携
し、東名高速・新東名高速を含め
た県内広域でのスタンプラリー
の実施
◆写真・動画コンテストの実施、
カレンダー等の広報素材写真の
募集
◆お客様感謝イベントの実施（地
元出展の飲食ブース、ステージ
等を実施）
◆公社事業やジオサイトを紹介
する見学会、学童を対象とする
出前講座（伊豆中央道江間改
築）の実施
◆利用者意見の聴取
（定例の利用者アンケート実施
（WEB法式導入により、更に幅
広く参加が可能となった））、目
安箱の設置
◆地域振興企画の開催協力
・自動車道開放（伊豆ＳＬ国際ヒ
ルクライム＝自転車）

○

　基本理念を「お客様と共に歩
む」とし、この基本理念を実現す
るための行動指針を定め、道路
利用者、地域住民を「お客様」と
捉え、公社としてサービスを提
供し、地域社会に信頼され健全
に成長することを目指し、活動
している。

行政経営推進委員会意見
（経営健全性に係る意見を除く）



Ⅲ　点検評価（経営の健全性）

１ 財務状況

 単年度収支　　　

 経常損益

 事業収益

 事業外収益

 特別収益

 収入計

 事業費用

 事業外費用

 特別損失

 支出計

（ 単位：千円 ）

評価

(d-h)  -13,427  -21,811  14,707  A  特別な経費増加要因がなかった 

(a+b-e-f)  -13,427  29,488  14,707  A  特別な経費増加要因がなかった 

公益目的事業会計

収益事業等会計

法人会計

 剰余金  5,978,501  5,956,689  5,971,396  A 

※評価　…　Ａ：プラス　　Ｂ：特別な要因によるマイナス　　Ｃ：マイナス

主な増減理由等

 資産  35,973,444  36,513,063  37,122,913  37,535,234 

 流動資産  4,912,062  5,496,626  7,119,674  現金収支差による増  2,401,438 

 固定資産  31,061,382  31,016,437  30,003,239  減価償却による減  35,133,796 

 負債  22,449,868  23,011,299  23,606,442  24,104,968 

 流動負債  128,248  152,194  110,481  工事未払金等の減  18,108 

 固定負債  924,461  495,850  213,917  建設借入金返済による減  226,691 

 特定準備金  21,397,159  22,363,255  23,282,044  積立による増  23,860,169 

 正味財産/純資産  13,523,576  13,501,764  13,516,471  13,430,266 

 基本財産/資本金  7,545,075  7,545,075  7,545,075  7,545,075 

 剰余金等  5,978,501  5,956,689  5,971,396  当期利益による増  5,885,191 

 運用財産  -  -  -  - 

(a)  1,946,058  2,099,055  2,091,045  2,152,753 

うち県支出額  42,077  1,556  1,567 
R３オリパラ+熱海災害に伴う伊
豆スカイライン無料化負担金

 1,413 

(県支出額/事業収益) (2.2%) (.1%) (.1%) (.1%)

(b)  1,040,584  72,807  72,355 R３ネットワーク型ETC助成金  101,946 

うち基本財産運用益  -  -  -  - 

(c)  -  -  -  - 

うち基本金取崩額  -  -  -  - 

(d=a+b+c)  2,986,642  2,171,862  2,163,400  2,254,699 

(e)  3,000,069  2,142,374  2,148,693 
R3ネットワーク型ETC設置工事
に伴う増（償還準備金繰入）

 2,331,255 

うち人件費  222,652  222,901  231,232  318,186 

(人件費/事業費用) (7.4%) (10.4%) (10.8%) (13.6%)

(f)  -  -  -  - 

(g)  -  51,299  - 
R4スカイポート亀石公衆トイレ
建替えに伴う処分損

 - 

(h=e+f+g)  3,000,069  2,193,673  2,148,693  2,331,255 

収支差 (d-h)  -13,427  -21,811  14,707  -76,556 

区　　　　分 R3 決算 R4 決算 R5 決算 備考（特別な要因）

健
全
性
指
標

区　　　　分 R3 決算 R4 決算 R5 決算 R6 予算

支
出

資
産
の
状
況

収
支
の
状
況

収
入



２ 経営改善の取組の実施状況と評価

３ 赤字の要因（前年度の単年度収支、経常損益が赤字の団体のみ記載）

４ 経営の健全性の総括評価

※判定欄　…　○：良好　　△：改善を要する　　×：抜本的な改革が必要

【実施状況】
・H26　新グランドデザイン策定（維持管理・防災対策見直し・集中実施による長期コスト縮減）
・H27　一般自動車道経営改善策推進（周辺道路からの誘導改善、増収、経費節減）
・H29　伊豆スカイライン利用拡大推進策推進（利用促進を中心とする増益施策）
・H29　戦略広報ガイドライン策定（利用者に資する情報の適時発信、ほか）
・R2　～　R5　伊豆スカイライン料金徴収システム改善策検討　⇒　料金所再編事業を策定
・R5　箱根スカイライン損益改善策検討　⇒　料金改定を決定
・R6～　伊豆スカイライン料金所再編事業を推進、箱根スカイライン料金改定を推進
【評価】
　経営改善のロードマップとなる「新グランドデザイン」については、集中再整備を完了するととも
に、一般自動車道経営改善策に基づく箱根スカイラインの営業時間延長、レジ導入に伴うコスト縮
減等の増益策を実現した。
　また、利用者の利便性向上や公社の信用の健全性を高めるため、戦略広報ガイドラインを定め
て、積極的な情報発信を継続している。
　令和3年度は、伊豆中央道・修善寺道路において、日本で初めて有料道路でETC多目的利用サー
ビス「ETCX」の運用を7月から開始。これにより、完全非接触型の料金徴収を実現し、利用客の支
払方法にキャッシュレス対応を追加して、ニーズに応えている。
　令和4年度は、箱根スカイラインと浜名湖新橋において電子マネー等のキャッシュレス決済に対
応する運用の試行を開始し、いずれも令和5年度から正式運用に移行した。
　現在は、伊豆スカイライン料金所再編事業と箱根スカイライン料金改定について、実施に向けて
事業を推進しているところである。

団体の自己評価 県所管課による評価

判定 評価 判定 評価

○

　新グランドデザインに基づく集中投資に
よる改修工事が終了し、令和2年度以降は
原則として黒字経営に復する見通しであっ
たが、その令和2年度から新型コロナウイ
ルス感染拡大により、緊急事態宣言発令等
に伴う社会的に大きな影響を受け、有料道
路の利用台数の大幅な減少は長期に渡
り、赤字計上が連続した。
　しかしながら、令和4年度以降は通行台
数も回復傾向となっており、令和5年度は
ようやく黒字計上となった。令和4年度
も、スカイポート亀石公衆トイレの処分損と
いう特別な費用を除けば黒字であったこ
とから、経営状況は黒字基調に戻ってきて
いると考える。

○

　健全な有料道路事業のため、本来毎年度
の経常損益の黒字化は必須であると考え
る。
　平成27年からの赤字要因であった「新
グランドデザイン」の実施に伴う集中投資
が終了し、令和２年度からは黒字に転じる
見込みであったが、新型コロナウイルス感
染拡大の影響により、交通量が回復せず、
令和２～３年度も赤字計上となった。
　令和４年度以降は通行台数が回復傾向
にあり、令和４年度はスカイポート亀石の
公衆トイレ建替工事により赤字計上となっ
たものの、令和５年度は黒字を計上した。
　令和６年度以降も引き続き黒字を確保で
きるかどうか注視する必要がある。



５ 団体改革の進捗状況（過去の行政経営推進委員会からの意見への対応状況）

※○：対応済　　△：対応中　　×：未対応

対応状況

団体記載 県所管課記載

有料道路事業における収支
の改善

○

・伊豆中央道・修善寺道路の
合併採算制の導入（H26）
・浜松駅南地下駐車場の浜松
市への早期移管（H25）
・伊豆中央道・修善寺道路へ
のETCXの導入（R3）
・浜名湖新橋でのキャッシュ
レス決済の運用開始（R5)
・「静浦有料道路」の新規有料
道路事業許可と、「伊豆中央
道・修善寺道路」との３道路
による合併採算制導入の事
業変更許可を国土交通省か
ら取得（R5）

○

　伊豆中央道・修善寺道路の
合併採算制の導入、浜松駅南
地下駐車場の浜松市への早
期移管により、有料道路事業
全体で収支が改善した。
　また、伊豆中央道・修善寺
道路、浜名湖新橋でのキャッ
シュレス決済の導入は、利用
者の利便性向上に寄与して
いる。
　静浦有料道路の新規有料
道路事業許可及び伊豆中央
道・修善寺道路との合併採算
性導入により、より長期的に
安定した収支を見込むことが
可能となった。

行政経営推進委員会意見
（経営健全性に係るもの）



Ⅳ　改善に向けた今後の方針

１ 点検評価を踏まえた経営の方向性

２ 今年度の改善の取組

今後の展望、中期的な経営方針（団体記載） 団体の方針に対する意見等（県所管課記載）

　公社の基本理念「お客様と共に歩む」の実現
と、健全経営の維持継続のため、中長期的な経
営方針については、長期的な「将来ビジョン」に
加え、3年間の中期的な事業取組方針として、
「中期計画」を策定している。これらの中長期的
な経営方針の実施については、毎年策定する行
動計画により進捗を図っていく。
◆有料道路事業
　伊豆中央道・修善寺道路は、江間交差点立体化
事業の完了、ETCXの運用開始によるキャッシュ
レス決済の実現と、確実に利用者サービス向上
のために取組を進めた。
　今後は、新たに取得した事業許可に基づき、静
浦有料道路事業を推進するとともに、伊豆中央
道・修善寺道路の料金徴収期限延長に伴い、両
道路の課題に位置付けられたETCの導入に向け
て着実に取組を進めていく。
◆一般自動車道事業
　現在、実施中の伊豆スカイライン料金所再編事
業と箱根スカイライン料金改定を着実に進めて
いき、健全経営の基盤を固めると同時に、伊豆ス
カイラインへのキャッシュレス決済の導入も行う
ことで、全道路においてキャッシュレス決済を可
能として利用者サービスを高める。

　健全な経営の維持継続に向け、毎年度、外部有
識者の意見を取り入れながら見直す行動計画に
示される取組を、着実に進めていく必要がある。

◆有料道路事業
　伊豆中央道江間交差点の立体化改良工事につ
いて、県と共同で事業を行う合併施行方式を採
用するなど、県と連携し、事業を計画通り完成さ
せた。加えて、ETCXの運用開始により、利用者
の利便性向上に寄与している。
　今後は、静浦有料道路事業を推進するととも
に、伊豆中央道及び修善寺道路へのETC導入に
向けて着実に取組を進め、利用者の利便性向上
を図っていく。

◆一般自動車道事業
　収益最適化策を着実に実行していく必要があ
る一般自動車道事業においては、伊豆スカイライ
ンの料金所再編及び箱根スカイライン料金改定
により、黒字確保が確実に達成されるかどうか
注視していく。
　また、キャッシュレス決済の導入により、利用者
の利便性向上を図っていく。

団体の取組（団体記載） 団体の取組に対する意見等（県所管課記載）

◆静浦有料道路事業の取組
　静浦有料道路の事業許可取得に伴い、県と連
携して道路の設計や全体工程管理に積極的に関
与し、事業推進のために取り組む。
◆伊豆スカイライン料金所再編事業の取組
　料金所再編事業について、事業変更認可を取
得して料金所移設工事やそれに伴う道路改良工
事を進め、料金体系変更に向けて詳細を検討す
るなど、着実に事業を推進する。
◆箱根スカイライン料金改定の取組
　料金改定に向けて料金変更認可を取得すると
ともに、着実に実施準備を進める。
◆伊豆中央道・修善寺道路へのETC導入の取組
　早期のETC導入に向け、基本計画を策定する
とともに、各種調査と詳細設計の実施を着実に
進めていく。
◆戦略広報による情報発信の継続と質の高い写
真等を活用した広報の実施
　戦略広報ガイドラインに基づき、ＳＮＳを活用し
た積極的な情報発信やメディア活用を継続する
ほか、「写真・動画コンテスト」の受賞作品や募集
した広報写真を活用し、道路の魅力を広く発信
するための広報施策を実施していく。

　静浦有料道路については、県との連携により早
期整備に向けて事業を推進することが期待され
る。
　伊豆スカイラインについては、料金所再編にか
かる工事等を着実に進めるとともに、料金体系
の変更にあたっては、収入動向やキャッシュレス
対応を踏まえて検討すること。
　箱根スカイラインについては、受益者負担の適
正化を図るための料金改定は避けられないが、
負担を利用者に転嫁するだけでなく、損益改善
に向けた施策についても検討すること。
　伊豆中央道・修善寺道路へのETC導入により
利用者の利便性向上が期待されるため、早期導
入に向けた取組を着実に実施すること。
　SNSやマスメディアを活用した広報を実施す
ることで、道路公社管理道路の魅力や認知度が
高まり、新規利用者の獲得につながることが期
待される。



Ⅴ　組織体制及び県の関与

１ 役職員数及び県支出額等

２ 点検評価（団体記載）

（単位：人、千円）

区　分 R3 R4 R5 R6 備考（増減理由等）

常勤役員数  1  1  1  1 

うち県ＯＢ  1  1  1  1 

うち県派遣  -  -  -  - 

常勤職員数  30  30  30  30 

うち県ＯＢ  4  3  2  2 

うち県派遣  1  1  2  2 

県支出額  42,077  1,556  1,567  1,413 

補助金  -  -  -  - 

委託金  1,413  1,413  1,413  1,413 

その他  40,664  143  154  - R3伊豆スカイライン無料化負担金

県からの借入金  -  -  -  - 

県が債務保証等を
付した債務残高

 738,455  295,334  -  - R5で約定返済完了

※役職員数は各年度４月１日時点、県支出額は決算額（当該年度は予算額）、借入金・債務残高は期末残高

項　目 評価 評　価　理　由

※ 評価欄 … ○：基準を満たしている　　△：基準を満たしていないが合理的理由がある　　×：基準を満たしていない

定員管理の方針等を
策定し、組織体制の
効率化に計画的に取
組んでいるか

○

・業務の効率化を継続するとともに、事業量に応じた定員管理・適切な配置
体制確保に取り組んでいる。
・令和元年度に管理道路が1つ減少した際、前年度の職員退職者及び県から
の派遣終了分は不補充とし、人数は削減されている。
・新規有料道路事業が本格的に開始する令和10年度に向けて、段階的に現
在の定員数を増員する計画を検討している。

常勤の役員に占める
県職員を必要最小限
にとどめているか

○

　平成27年度までは常勤理事に県理事を充てていたが、平成28年度以降
は採用方法を公募としており、現在は常勤役員の県職員は０である。（なお、
県と連携して県内道路網の一翼を担うことが求められているため、非常勤の
理事には道路行政と密接な関係がある部長職にある県職員が任命されてい
る。）

常勤の職員に占める
県からの派遣職員を
必要最小限にとどめ
 ているか

○

県派遣職員は2名である。道路公社は県と連携して県内道路網の一翼を担う
ことが求められており、県との連携を強化し業務を円滑に推進するため、県
派遣職員を企画建設課に１人配置している。また、令和５年度に新規有料道
路事業の許可を取得して、伊豆中央道等にETCの導入事業も開始されるこ
ととなり、その着実な事業推進が必要であるため、こういった特務的な業務
を推進するため県職員を追加で1名本社に配置している。



３ 点検評価（県所管課記載）

項　目 評価 評　価　理　由

※ 評価欄 … ○：基準を満たしている　　△：基準を満たしていないが合理的理由がある　　×：基準を満たしていない

県からの派遣職員に
ついて、必要性、有効
性が認められるか

○

　有料道路の整備促進及び健全な経営を目的に、県は、約75億円の出資を
していることから、道路公社の経営に対して一定の役割を担う必要がある。
　また、道路公社の行う有料道路事業は、県内道路網整備の一翼を担うもの
であり、県と一体となって業務を遂行することが必要である。そのため、道路
公社と県は、密接かつ円滑な関係を保ちながら事業を進めるべきであり、県
からの職員の派遣は必要である。
　なお、従来県OBが就任していた理事長には、組織の活性化等を目的に平
成23年度から県OB以外の有為の人材を得ている。

県からの補助金等の
支出や借入金等につ
いて、必要性、有効性
が認められるか

○

　県が整備し保有している「滝知山園地」の管理業務を県のスポーツ・文化観
光部から受託しているが、これは当該公園への進入路が道路公社が管理す
る伊豆スカイラインのみであることや、受託業務の内容が公園の草刈、ごみ
収集等で、通常の道路維持管理業務と共通である等から、業務を受託してい
るものである。
　このほかに、平成30年度から、沼津土木事務所が管轄する国道136号バ
イパスにおける道路パトロール業務について、公社が行う伊豆中央道等のパ
トロールと併せて行うことにより、業務の効率化を図っている。



Ⅵ　更なる効果的事業の実施に向けた取組

１ 外部意見把握の手法及び意見

２ 事業やサービスの見直し例

区　分 実施 結果公表 実施内容 主な意見・評価

 ○：実施している／公表している　　―：実施していない／公表していない

その他
(　　　　　　　　)

・キャッシュレス決済の導入要望に対し、伊豆中央道・修善寺道路にネットワーク型ETCを導入し、令和３年７
月から「ETCX」の運用を開始。また、箱根スカイラインと浜名湖新橋において、令和５年度からキャッシュレ
ス決済（電子マネー等）の正式運用を開始。
・トイレの増設や充実、綺麗なトイレの要望に対し、天城高原料金所脇トイレの改築、スカイポート亀石公衆トイ
レの改築により施設のグレードアップを実施。
・伊豆スカイラインの区間制料金、前払方式、料金支払方法等の不満に対しては、料金所再編事業の中で対応
を図る方針。

外部評価委員
会

○ -

　ふじのくにづくり支援センター
の諮問機関である評議員会にお
いて、道路公社事業についても、
外部有識者の意見を伺ってい
る。

【R5評議員会①】
○ETCXからETCへの乗り換えは時
間がかかるようなので、ETCXを利用
できる会員をもっと増やすことも必
要。登録を簡単にできるよう誘導でき
るものがあるとETCXでも不満なく通
行する方が増えるのでは。
【R5評議員会②】
○通行台数がコロナ前の水準に戻り
切っていないのは、人を周遊させるよ
うな取組が必要になるという認識につ
ながってくる課題意識か。
○通行料金決済の汎用性を広げるの
は利便性を高めるということで良い。
QR決済まで一気に広げていけると更
に利用者が増すのではないか。

利用者ｱﾝｹｰﾄ ○ -

　伊豆スカイライン及び箱根スカ
イラインにおいて、毎年利用者に
アンケート調査を実施している。
過去は全て対面調査を実施して
いたが、新型コロナウィルス感染
拡大を機に、非接触型の方法とし
て、令和3年度からスマートフォ
ンを活用したWEBアンケートに
切り替え実施している。
　また、伊豆スカイライン熱海峠
観光案内所に目安箱を設置して
いる。

【アンケート等意見】
○キャッシュレス決済に対応してほし
い、ETCが使えるとありがたい、
ETCXの早期導入を期待している（箱
根スカイラインはキャッシュレス決済開
始後で、ありがたかった、とする意見も
あった）
○料金を距離制設定ではなく一律料
金にしてはどうか、前払い方式を改善
することが必要、料金所が多い
○バイクの暴走が酷すぎる
○トイレの場所を多くしてほしい
○今後もより安全第一に道路整備して
ほしい
○景色が良くてすごく楽しかった、絶
景ポイントが多く綺麗で走りやすかっ
た
【公表について】
公表はしていない。

利用者等
意見交換会

○ -

有料道路の写真コンテストに写
真を応募していただいた方々を
対象に、懇談会（ファンミーティン
グ）を開催して意見交換を実施し
た。

【懇談会意見】
・現地は雄大なのに写真ではそれを伝
えられない。
・展望の良いところにトイレがあると嬉
しい。
・伊豆スカイライン誘客ポスターはメッ
セージがあってよい。
・道路が入っていなくても可だと応募
しやすい。この場合、撮影ポイントを載
せればいい。


